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円 円

( 56,841,881 ） ( 8,967,334 ）

 流   動   資   産 46,558,843  流   動   負   債 8,967,334

現 金 及 び 預 金 26,106,280 未 払 金 4,036,917

売 掛 金 9,943,592 未 払 費 用 3,678,983

未 収 入 金 382,680 預 り 金 1,251,434

前 渡 金 7,882,680

前 払 費 用 2,243,611

 固   定   資   産 10,283,038

有 形 固 定 資 産 10,283,038

建 物 9,957,587 ( 47,874,547 ）

工 具 器 具 備 品 325,451  株　主　資　本 47,874,547

25,000,000

2,096,525

資 本 準 備 金 2,096,525

20,778,022

利 益 準 備 金 1,088,304

繰 越 利 益 剰 余 金 19,689,718

( 2,374,696 ）

56,841,881 56,841,881

貸   借   対   照   表

（2021年12月31日現在）

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

合　　　　　　計 合　　　　　計

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

（ 当 期 純 利 益 ）



個 別 注 記 表 
 

 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (１) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

建  物 定額法 

器具備品 定率法 

 

 (２) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税等の会計処理の方法 

税抜方式によっております。 

 

 (３) 収益および債権 

当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）売上高を認識する 

当社はスマートエアポート化に関連する手荷物自動チェックインシステム及びスマートセキュリティレーンの販売、設置稼働及び保守

などの支援サービスを提供しております。これらのサービス役務に関しては、履行義務が充足される役務提供完了時点で収益および

債権を認識しております。また、取引価格は、顧客との契約において約束された対価で算定しております。なお、返品に関する重要な

契約および重要な変動対価はありません。 

履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね１ヶ月以内です。また、顧客との契約には重大な金融要素が含まれて

おりません。 

 

２. 会計方針の変更に関する注記 

 (１) 収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用し、約束し

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと

いたしました。 

この結果、貸借対照表に与える影響はありません。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。経過

的な取り扱いでは、第会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合に累積的影響額があれば、当会計期間の期首の

利益剰余金に加減することになっておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。 

なお、収益認識会計基準第 89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを

行っておりません。 

 

 (２) 時価の算定に関する会計基準等の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当会計期間か

ら適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、

当該会計基準等の適用が財務諸表に与える影響はありません。 

 

３. 表示方法の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

 

４. 誤謬の訂正に関する注記 

該当事項はありません。 

 

５. 株主資本等変動計算書に関する注記 

該当事項はありません。 

 

６. その他の注記 

該当事項はありません。 


